
連載講座

ノ、イテク技術経営論
第 2回:事業展開の分析
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事業展開についての従来のパラダイムは. rスピン・

オフ (spinoff) J 原理が支配的であった.すなわち，高

度な性能を要求する市場をめざして，汎用技術

(generic technology) を開発し，これを性能・要求が

厳しくない市場へと展開してゆくというものであった.

このような考え方に対して，ハーバード大学のプラ

ンスコム教授は，日本の電子関連企業の技術戦略を観

察した結呆. r トリクル・アップ (trickle-up) J 戦略を

見つけだしている[1].できるだけ早い時期に，開発し

た新技術の製造経験を獲得するために，新技術の応用

を低い機能水準と安いコストの製品に，まず限定する

という戦略である.そのため，新技術を産業用の高度

な市場に向けて開発するのではなしまず，一般消費

財市場に向けて開発する.しかし，同時併行的に，付

加価値の高い製品についての「機能・学習 (functional

learning) J を行なう.このような準備の後にはじめ

て，この新技術の応用を利益率の高い製品や特殊用途

を必要とする市場へと順次展開していくという戦略で

ある.

そこで，今回の講義では，事業展開のスピン・オフ

からトリクル・アップ方式へのパラダイム変化を，本

講義の第 I 回の方法論の項で議論したように，技術経

営分析の 3 つの構成要素(事例研究，数理分析，合理

性分析)の三位一体化をめざした方法論に従って，記

述してみよう.

事例研究

液品技術の開発

液品現象は， ヨーロッパで約 1 世紀前に純粋研究的

興味で発見され，原理解明，材料についての研究にお

いては，ヨーロッパが先行していた.しかし，液晶を
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表示技術として利用する基本的アイデアは，米国の

RCA (Radio Corporation of America) 社が1967年

に動的散乱型液品 (DSM， dynamic scattering mode) 

を発明することにより始まった.

RCA 社は液晶技術を一般的な表示方法という汎用

技術として位置づけていたので，その可能性を試すた

め，種々の試作品(数字・文字表示デバイス，窓、ガラ

ス・カーテン，静止画表示装置，液晶時計，液品によ

る操縦席表示装置)を発表した. しかし，いずれも技

術的に未熟なものであり，いずれも商品化は断念して

いる.このような RCA 社の技術的意思決定に関連す

るのは次の事情があった.液品技術が発明された当時

においては，表示技術の主流は. CRT (cathode-ray 

tube) 技術であり，平面パネル表示は夢として語られ

るに過ぎなかった.また，平面型表示技術としても，

EL (Electro-Luminescence). プラズマ表示技術など

の他の技術も研究されており，多くのメーカーがその

選択に迷ったという現実がある. RCA社自身も液晶表

示技術を発明したにもかかわらず，表示技術として液

晶技術を選択しなかったし，一般のCRTディスプレイ

を生産するメーカーも同様の選択をしている.

液晶技術についての正しい選択は，省エネルギーの

手段として，その応用を電卓や時計の表示技術に焦点

を絞った日本の専門メーカーによりなされることに

なったのである.時計メーカーである諏訪精工舎は，

時計の電子化，クオーツ化を大目標として積極的に技

術開発をしていたので，そのために当然必要な長寿命

化，省電力化，小型薄型表示技術への明確なニーズを

もっていた.そこで早くから，省電力表示方式の研究

に着手し，当初から液晶表示に的を絞っていた.きら

に，当時研究を行なっていたにもかかわらず，他の表

示技術との関連で液晶表示に跨跨したメーカーが多

かったなかで，要求をより明確にプレーク・ダウンし

た結果，液晶表示技術の商品化，量産化に成功した.

一方，電卓メーカーであるシャーフ。社もポケット電

卓に向けて織烈な競争を行なっていた.そこでは，小
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型薄型化とともに省電力化が競争の鍵であった.乾電

池で10時間しかもたない電卓ではもち運びができない

からである. そこで， 液品表示技術および CMOS

(complementary metal oxide semiconductors) 技術

に的を絞って技術開発を行なった結果，液品技術によ

る長寿命電卓，さらに，液品技術と CMOS技術の融合

による「カード電卓」の商品化に成功した.

液晶表示関連の技術を製品に応用できるまでに育て

上げ，量産が可能になる技術を開発したのは，上に述

べたように， 日本の時計および電卓のメーカーであっ

た.この 2 つの製品での液晶表示の成功が，液晶の有

効性を世界に示すと同時に，長寿命・安定的な液晶表

示技術の基礎を確立させることになったのである.そ

の後の液晶技術は，周知のとおり，大画面化，高精細

化，高速特性，カラー化，表示の見やすきの各方面に

おいて，技術革新が進行したのである.シャーフ。社に

より行なわれた，液晶技術のトリクル・アップ経路を

図示したものが図 2-1 である.

このようにして， Iシャープ・ペンシル」のメーカー

として1912年に設立されたシャープ社は，テレビジョ

ン，電車，太陽電池，薄膜トランジスタLCDの平面パ

ネルを製造する総合電気メーカーとしての地位を確保

するまでに成長したのである.今日，同社は世界の液

晶市場の38%を制覇し，その売上高は20億ドルに達し

ている.

Calculators 

Mirror clocks , Clocks , Watches 

Games 

数理分析

データ・ベース

欧米においては，いくつかの技術的多角化の定量的

研究が行なわれている. 1 つは，英国での主要な技術

革新事例(約2000事例)をデータベースにした Pavitt

[2J による分析であり，もう 1 つは，特許の出願者お

よび利用者に関する情報をデータ・ベースにした米国

のScherer[3] による分析である.

これに対して， 日本においては，研究開発投資につ

いての統計が整備されているので，技術的多角化の分

析に第 3 の方法を採用することができる[4]. すなわ

ち，総務庁統計局の「科学技術研究調査報告」におい

ては，資本金 1 億円以上の企業 (1982年で3802社)に

ついて， 17の製造業の業種別に，その社内研究費を25

におよぶ製品分野ごとの内訳を記入することを義務づ

けている [5].

このデータ・ベースの性質や信頼性について考察し

てみよう.この調査は， 1970年以来毎年収集きれてい

るので，時系列分析が可能で、ある.そこで，特定年次

の異常性は，その付近の年次データとの比較により検

出することができる.さらに，この統計は「指定統計J

であるので，企業は細心の注意を払って回答している

Scientific calculators , Electronic translators , VCRs 

Word processors , Remote controls , Persona1 computers , pocket computers 

Microwave ovens , Facsimile 

Telephones , Computers , Copiers 

E1ectronic organizers 

，.、..~__ r、_..r__~‘.r、r、-、

'73 ・ 75 '76 ・ 79 '83 ・ 86 ・ 87 '�8 '89 '90 '91 
(Active Matrix Drive LCDs) 

Wa11-mount TVs 

color LCD camc唱rders ， Video monitors , LCD projectors 

Te1evisions 

Source: Sharp Technica1 Library , vol. 1 , 1991 , pp. 66-67. 

図 2-1 液晶技術のトリクル・アップ経路
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といわれている.

各業種の主力製品分野以外への研究開発投資は，技

術的多角化のための投資であると仮定しよう.そのた

めには，業種ごとに，主力製品分野と，そうでない製

品分野を区別しなければならない.すなわち， 25の製

品分野を 17の業種分類のどれかの主力製品分野に振り

分けなければならない.多くの製品分野名は業種名と

一致しているので，この振り分けは決して難しいもの

ではない.

多角化方向の計測

産業は，いろいろな方向へ多角化することができる

が， トリクル・アップ方式の事業展開との関係におい

ては，多角化の方向を産業連関との関係において分析

することが重要で、ある.産業連関は「産業連関表」の

産出・投入の取引量という形で定量的に与えられてい

る.

ある業種の研究開発投資が，その業種の産出・投入

関係にある製品分野に多角化していれば，その業種の

多角化方向は， I垂直方向 (verticaI) J であるという.

もし多角化が産出・投入関係とは関係なく行なわれて

いるならば，その業種の垂直関係には拘束されていな

いという意味において， I水平方向 (horizontaI) J の多

角化であるとしよう.化学工業のような材料産業は，

技術というよりも関連する科学の発展経路に沿う形で，

事業を多角化していく傾向が強い.このような事業展

開を水平的多角化と呼ぶことができょう.

垂直方向の多角化には，円11上方向 (upstream) J と

「川下方向 (downstream) J の 2 種類が存在する.その

業種の投入関係にある製品分野に多角化している場合

を， I川上方向」という.たとえば，どの業種であって

も，その部品メーカーの事業分野に進出することがで

きる.投入データには充分に反映されないが，自分が

使用している製造装置へと事業展開することができる.

この両方とも，川上方向の多角化ということになる.

これに対して，産出関係にある製品分野へ多角化し

ている場合を，日11下方向j という.今や，オフィス機

器は精密機械製品というより電子製品であるので，多

くのチップ・メーカーがオフィス機器の分野に多角化

している.一方，精密機械工業の雄であったカメラ・

メーカーは，そのレンズ技術を画像処理技術へと拡張

することにより，オフィス・オートメーションの分野

に進出している.このような多角化はすべて，川下方

向の多角化である.

1994 年 5 月号

計測の問題は，研究開発投資の多角化方向(産業別・

製品分野別社内研究費で計測できる)と，業種の産出・

投入関係の方向(産業連関表で計測できる)とが与え

られて，両者の一致度を算出する方法を考えだすこと

に帰着される.

研究開発投資の方向については， Eij(第 i 業種の第

j 業種の主刀製品分野への研究開発投資額， i, j= 1, 2, 

…, n) が与えられている.ただし多角化(主力製品

分野以外への研究投資)を問題にしているので， Eu= 

0 とする.そこで，第 i 業種の研究開発投資の方向は次

に定義する単位ベクトル (η) で与えられる.

ri=[ril , r山…， rinJ. 

ただし， rij=Eij/C'，E，iE2ij) 1/2 であり，したがって，

ベクトル ri のノルム I ril は 1 となる.

産業連関の投入方向については， Tij(第 i 業種から

第j 業種への取引額， i , j=l , 2, …, n) が与えられてい

る (Tii=O とするl.そこで，第 i業種の川上方向は次

に定義きれる単位ベクトル (Ui) で与えられる.

Ui= [Uli , U2i, …, Uni] 

ただし Uυ=Tij/C'.E.iT2ij) 112 であり，したがって，

Uiのノルム|仏|も 1 になる.

ここで，第 1 業種の川上方向への多角化の指標を開

発することができる.この指標を (ι) とすれば，こ

れは Ui の値が高けれは、高いほど，第 i 業種の研究開

発投資の方向と第 i 業種の川上方向とが一致している

という条件を満たさなければならない.そこで 2 つの

ベクトルれと Ui との角度の差を 8u とすれば， cos8u 

は 2 つの単位ベクトルの内積により次のように計測で

きる.

cos 8u= ri' Ui. 

そこで，第 i 業種の川上方向の多角化指標(u.)

は，次の定義式で計測されることになる.

Ui=ril ・ Uli+ri2 ・ U2i+ … +rin' Uni. 

川下方向の多角化指標 (Di) については，川上と同

様の考え方に従って，次のように計測できる.まず，

第 i 業種の川下方向は単位ベクトル di(=[dil ， d山・

dinJ) で与えられる.

ただし ， dリ = Tu!('，E，irυ) 1/2 であり， そのノルム

Idil は 1 である.そこで，川下方向の多角化は

Di= ril' dil + ri2 ・ di2 + … +rin ， dιz悶n

という指標により計測でで、きる.

1980年の産業連関表と研究開発費のデータを使って，

以上のような計算を試みた結果を表 2-1 に示す.
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表 2-1 多角化の方向の計測(1980年)

業種名 川上方向 川下方向
(ι (Di) 

'" ロロ 工
工

業
業

食

繊 維

パルプ・紙工業

出版・印刷業

化学工業

医薬品工業

石油・石炭製品工業

ゴム製品工業

窯業

鉄鋼業

非鉄金属工業

金属製品工業

機械工業

電気機械工業

自動車工業

他の輸送用機械工業

精密機械工業

0.055 

0.328 

0.203 

0.047 

0.026 

0.235 

0.035 

0.136 

0.058 

0.032 

0.031 
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0.063 

0.083 
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トリクル・アップ成長の確認

トリクル・アップ方式による事業展開は，川下方向

への多角化戦略の 1 つの方法であると考えられる.す

なわち，部品メーカーによって開発された局所的な技

術変化が，順次その部品の川下分野にある製品群へと

浸透していくというものである.

そこで， トリクル・アップ過程の存在を定量的に検

証するために，r Jl I 下方向の多角化は事業の成長に結ぴ

つく」という仮説を設定することができる.川下方向

の多角化指標については 1980年について計測したので，

この指標と 1975-1985年の生産指数の成長率との相関

を調べてみよう.

16業種の製造業(表 2-1 の業種から出版・印刷と

ゴム製品を除いたもの)をサンプルとして選択した.

そこで，時間的な因果関係にも考慮して，れ (1975年

を基準年とする 1985年の生産指数)が Di (1980年の川

下方向多角化指標)でどれだけ説明できるかについて

の分析を行なった.散布図を図 2 ー 2 に示す.

図に見るように，両者の相聞はかなり高そうである.

しかし，得られた回帰式は以下のとおりである(カッ

コ内は t-値を示す).

• electronics 

• preC1SlOn 

• pharmaceuticals 

machinery 

.ロ automobiles

ロ

ロ

ロ

ロ

ロ

ロ

2 24 (10-2) 

264 (32) 

4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 

Ð(川下方向多角化指標. 1980) 

図 2-2 川下方向と生産指数との散布図
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log P=5.80 ・ D-O.31， R2=O.624. 

(4.64) 

この結果は， トリクル・アップ過程の存在を確認す

るのには，その決定係数が十分に高いとはし、えない.

すなわち，製造業全般については，川下方向の多角化

が成長をもたらすとは限らないということになる.

そこで， トリクル・アップ方式はハイテク産業にの

み特有の成長戦略であるという仮説を検証することに

分析を限定してみよう.その詳細は次回の講義にゆず

るが，研究開発活動の構造分析によりハイテク産業と

認定された 4 つの業種(医薬品工業，機械工業，電気

機械工業，精密機械工業)に限定してみよう.この 4

つの業種は，図 2-2 の散布図では，中黒の点で表示

きれている.ちなみに，この 4 業種に限定した回帰分

析結果は

log P=5.28.D+O.04, R2=O.925. 

(4.96) 

という結果を得た.すなわち，ハイテク産業に限定す

れば，川下方向への多角化が強ければ強いほど，その

成長率は高いということが検証されたわけである.こ

のことは， トリクル・アップ方式がハイテク産業の事

業成長戦略であったことを間接的に証明するものであ

る.

しかし，図 2-2 の散布図をさらに注意深〈観察す

れば，成長理論に関する興味深い洞察を得ることがで

きる.すなわち，ハイテク産業に限定した回帰直線は，

すべての産業についての成長のフロンティア直線を形

成していると解釈できる.いいかえれば，どの業種で

もこのフロンティア直線まで成長することは潜在的に

は可能であったのである.しかし， トリクル・アップ

方式による多角化によってのみ，この可能性を顕在化

できたと解釈できる.すなわち， トリクル・アップ戦

略は，各産業に理論的には可能な潜在的成長の最大値

を実現する手段であったということになる.

トリクル・アップ方式についての上記の大胆な仮説

を，ハイテク産業以外で例証してみよう.図 2-2 の

散布図では，フロンティア直線に近い成長を示してい

る業種として，化学工業，繊維工業，自動車工業の 3

業種が存在する.繊維会社であった旭化成鞠は，その

繊維技術を「腎臓透析器」のフィルターへと応用する

ことにより，医療機器分野への事業展開に成功した.

典型的な化学企業である東レ糊はその炭素繊維技術を

まずゴルフ・クラブに適用し，つづいて飛行機の尾翼

の基本的材料へとその利用を順次高度化していった.

1994 年 5 月号

日本の自動車産業の技術開発は，短い製品サイクル，

連続的製品改良，設計と製造をオーバーラップ， リー

ン・プロダクションなど多くの言葉て特徴づけられて

いるが，これらはすべて新しい技術を迅速に順次追加

しつづけることを可能にするシステムであると解釈で

きる [6]. しかし，日本の自動車産業は自動車製品とい

う枠を越えて多角化したわけではない.したがって，

自動車製品の範囲内でのトリクル・アップ戦略が，日

本の自動車産業の成長に結びついたのである.

合理性分析

製品開発としての合理性

米国に較べて日本の経営者は， リスクに対してより

攻撃的であるとみなす傾向がある.しかし，トリクル・

アップ方式による事業展開は，技術的リスクをより保

守的に組織的にマネージする方法であると位置づける

ことができる. トリクル・アップ方式の背後にある技

術的合理性を次の 4 点に要約することができる[7].

1 ) トリクル・アップ方式は，より短い製品サイク

ルとマーケットからの早いフィードパックを可能

にするため，技術的リスクと市場のリスクをより

小きい要素に分解することになる.

2 ) トリクル・アップ方式は，技術的リスクを軽減

する手段として，現実的な製造技術への注意を早

期に払わせる.いいかえれば，大規模な事業化に

入る前に，製品設計や製品機能ばかりでなく，そ

の製造方法の詳細への充分な理解を可能にするも

のである.

3 ) トリクル・アップ方式は，自社の重要なマー

ケットを将来的に脅かすことになりかねないよう

な新技術の出現可能性に対して，自社以外や場合

によっては自産業以外で行なわれている技術開発

の進捗状況に，継続して注意を払いつづけること

を可能にする.

4) トリクル・アップ方式は，上述したような早期

の警告情報に対処する手段として，研究開発活動

の多角化を促進することになる.

技術戦略としての合理性

トリクル・アップ方式は，企業の成功の原因として

最近のビジネス・スクールで脚光を浴びている「コア・

コンビテンス (CoreCompetence) J という概念と関連
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づけることができる.この概念は， r組織における集団

的学習」と定義きれており，企業がもっているコア技

術と製品開発戦略との相互作用を強調するものである

[8]. すなわち，企業がコア製品を生産するための技術

に焦点を合わせる度合いと， 日々変化する事業環境の

もとでの事業の成功との相闘を分析するものである.

7イヤーとアタパックは，プロダクト・コアの多様

性と事業の成功との関係を実証的に分析して， r焦点

を合わせた企業 (focused firms) J と「焦点、を合わせな

かった企業 (unfocused firms) J との違いを発見して

いる.その結論を，次のように表現している [9]. r新製

品を既存で成功しているプロダクト・コアの延長であ

ると考える戦略にれを 2 塁打ヒッターの戦略と比町議

している)は，それぞれの製品を全く新しい技術にも

とづくものであるとする戦略(本塁打ヒッターの戦略)

よりもその成功確率は常に高いj

事実， トリクル・アップ戦略を，コア・コンビテン

スを拡大していく最も有効にして合理的な方法である

と考えることができる.すなわち，変化の激しいビジ

ネス環境でハイテク企業が採用すべき戦略なのである.

技術革新としての合理性

トリクル・アップ方式は，革新的な技術より，小き

な技術的改善を積み重ねていくことを重視する日本的

経営の特徴であるとの解釈は安易すぎる.これに対し

て，技術突破的戦略の背後にあるのは，技術革新を科

学から出発し，開発，製造を経て流通にいたるという

線形的モデルで考える習慣である.しかし，トリクル・

アップ方式は，このような線形モデルの背後にある技

術革新についての考え方となんら矛盾するものではな

v>. 

ハイテク分野の技術革新は，ただ 1 つの技術突破に

よって起こるのではなしいくつかの技術突破が重層

的に積み上げられることにより完成するのである.最

初の技術突破は，線形モデルに従うとしても，これは

第 1 世代の製品を生みだすにしかすぎない.この第 1

世代の技術をもとにして，きらに新しい技術突破が，

新たに組み合わさることにより，第 2 世代の製品が生

みだされていく.しかも，このサイクルはさらに新し

い技術突破を順次追加しながら，第 3 世代，第 4 世代

とつつ守いてゆくのである.すなわち，ハイテク技術に

おける技術革新は，単一の線形モデルで表現できるの

ではなしフィードパックを表現するサイクル・モデ

ルが，重層的に積み上げられているという「スパイラ
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ル・モデルj によってはじめて完全に表現できるので

ある [10]. 以上を要するに，スパイラル・モデルがハ

イテク技術の技術革新モデルだとすれば， トリクル・

アップ方式こそ，このモデルを実現する技術革新戦略

ということになる.
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